







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































当初予算額 構成比％ 当初予算額 構成比％
事　　業　　　税 320，04048．5 348，25948．9




法　　　　人 60，782 9．2 67，095 9．4
自　動者　　税 42，335 6．4 44，509 6．2
料理飲食等消費税 31，796 4．8 35，274 5．0
不動産　　取得税 24，789 3．8 25，073 3．5
軽油　　　引取税 26，695 4．0 24，656 3．5
府たばこ　消費税 18，392 2．8 20，892 2．9
自動車　　取得税 16，835 2．6 16，440 2．3







当初予算額 構成比％ 当初予算額 構成比％
府　　　　　税 659，82455．8 712，42656．6
諸　　収　　　入 10L8378．6 105，567 8．4
主 使用料及び手数料 36，216 3．1 39，987 3．2
分担金及び負担金 13，634 1．2 15，208 1．2
繰　　入　　　金 7，630 0．6 7，924 0．6
財産　　収入 2，274 0．2 2，610 0．2源 寄　　附　　金 201 0．0 128 0．0
縁　　越　　　金 0 0．O 0 0．0
小　　　計 舵1，616 69．5 883，85070．2
国庫　　支出金 237，18120．1 250，11719．9
依 府　　　　　債 94，850 8．0 93，942 7．5
存 地方　　交付税 20，000 1．7 23，000 1．8
財 地方　　穣与税 6，210 0．5 6，121 0．5
源 交通安全対策

















民　　生　　費 66，469 5．6 71，270 5．7
総　　務　　費 67，055 5．7 68，070 5．4
建　　築　　費 47，431 4．0 58，455 4．7
商　　工　　費 51，521 4．4 51，802 4．1
衛　　生　　費 3915423．4 45，415 3．6
農林水産業費 19，402 1．6 20，570 1．6
労　　働　　費 9，654 0．8 9，112 0．7
議　　会　　費 2，395 0．2 2，612 0．2
災害復旧費 852 0．1 484 0．0
繰上充用金 12，000 1．0 7，500 0．6
















































































































































































































































































パターン 鉄軌道 バ　　ス タクシー マイカー 自転車 徒歩
早　朝 ○長距離交通旅客の乗 専用目 集申受注 KiSS＆
りつぎ 的のた システム Ride等







朝 （ラッシュ ○通勤通学など短時間 基本手 鉄軌道 身障者、 バス圏
に集中する大量旅客 段とし への集 通院者へ と徒歩
時） て輸送 配とし の対応 圏の隙
○日常の基本活動のた 力増強 ての役 間をう
7～9 め定時性、迅速性、 割 めるも経済性のいるもの ◎ ◎ の ◎
業務 ○方向など複雑で時間 地下鉄 線路網 待ち場所 荷物との
昼間 需要 の有効活用の業務 などに の多様 のための 共同利用○戸ロから戸ロへ、直 よる頻 化によ 駐車場整
9～16 行性でトリップが短 度運行 るサー 備
い都心部の移動 ◎ ビス◎ ◎ ◎
都市部 生活 ○日常生活のための買 運転方 ソーン 利便性の 利便性、 レーン
需要 物、官公庁への所用 法の多 系統化 提供 快適性の 確保
周辺部 ○教育、文化、スポー 様化広 提供 置き場
ツ活動 域の高 専用輸 確保
都市間 ○家庭訪問 速運転 送
○学校からの帰宅 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ＠
夕　刻 ○勤務からの帰宅 基本手 鉄軌道 バス圏
段であ 駅から と徒歩
16～20 る快適 住宅へ 圏の隙
さの提 の配送 間をう
供 めるも











出　　勤 登　　校 自　　由 葉　　務 帰　　宅 全目的


























　　　　　　　4．全目的　　18．1 20．2 20．1 37．1





























































































































































































































































































































































路線名 事　業 開　通 進捗率 開通　区　間
主体 区間 巾　員 延長 延長
第2阪神 国・市 西淀川区～ m km km ％ 兵庫県界～





大阪池田線 府・市 西淀川区～ 22～4612．4 12．4 100 全　　線
◎ 池田市
十
御堂筋線◎ 府・市 北区～箕面市 40～90 14．8 14．8100 全　　　線






大阪上野線 府・市 城東区～ 15～2516．4 16．4100 全　　線
四条畷市
射 築港枚岡線 府・市 港区～東大阪市 40～8020．1 20．1 100 全　　　線
◎
名阪道路 道公 松原市～柏原市 26～銘 9．2 9．2100 全　　線
線
大阪千早線 府・市 平野区～ 16～2524．3 9．6 39．5松原市三宅町～
千早赤坂村 富田林狭山線
松原泉大津 府 松原市～ 30～6015．6 L9 12．2大阪臨海線～
纏 泉大津市 第2阪和国道
第2阪和 国・ 浪速区～ 田～舘 48．1 43．9 91．1第2阪神国道～
国道 阪公 阪南町 樫井川
放 射 線　　計 勿4．6 154．1 75．3
大阪◎ 府・市 豊申市～ m km km ％
三 内環状線 住之江区 ⑳～30 34．0 30．1 田．5
大阪◎ 府 池田市～ 22～ 55．8 55．8100 全　　　線
環 申央環状線 堺市 120
大阪 国・府 池田市～ 16～2294．0 75．9 80．7兵庫県界～




環 状 線　　計 183．8161．8 田．0









1） 全　　体 計 面
路線名 事案 開通 進捗率 開　通　区　間主体 区間 巾　員 廷長 延長
茨木寝屋川線 府 茨木市～ m km km ％ 十三高槻～寝巳ll肺 加 11．6 5．1 44．0 国道170号
千里丘寝屋川線 府 摂津市～門真市 大阪申央環状線～
銘 11．0 2．8 25．5 大阪高槻線








大阪臨海線 府 堺市～ 30～3625．3 17．5 69．2大和川～岸和田市鉄
泉佐野市 工団地（堺市大浜地
区除く）
貝塚中央線 府 貝塚市脇浜 25 6．9 0 0
～貝塚市木積
















































































































































































































@　（実延長㎞） 61．2 439．8 869．61，370．6 100．0 309，7631，751
40・4・1






















































































































































































































































































































































































































































































実　　績　　額 L2701，4524，433 6，631 13，786100．0
合　　計
計　　面　　額 1，266L6574，8006，92314．646　106．2
達　　成　　率　　　％ 100 88 92 96


























1 阪　神　本線 左　　同 H．38 32．1 34 0．97
2 阪神西大阪線 左　　同 T．13 6．3 7 1．05
3 国鉄東海道本線 左　　同 臥7 98．7 37 2．74
4 阪急神戸本線 左　　同 T．9 32．3 16 2．15
5 国鉄福知山線 民営摂津鉄道 H．26 43．2 12 3．93
6 阪急宝塚線 箕面有馬電気 H．43 24．6 19 1．37
7 能勢電鉄 左　　同 T．2
8 北大阪急行 左　　同 S．45 5．9 4 1．97
9 阪急　千里山線 北大阪電気
@　　鉄道
T．10 13．6 11 　1．36
｡
10阪急京都本線 〃 T．10 45．3 24 L97
11京阪本線 左　　同 H．43 49．2 40 1．26
12京阪交野線 信貴生駒鉄道 S．4 6．9 8 0．99
13国鉄片町線 民営浪速鉄道 H．28 26．7 14 2．05
14東生電東大阪線 近　　　鉄 建設申
15近鉄奈良線 大阪電気鉄道 T．3 26．7 19 1．48
16 矛　大阪線 〃 T．3 39．8 28 1．47
17国鉄関西本線 民営大阪鉄道 H．22 41．2 16 2．75
18近鉄　南大阪線 河陽鉄道 H．31 39．8 28 1．47
19南海高野線 高野鉄道 n．31 65．1 40 1．67
20泉北高速線 左　　同 S．46 12．1 5 3．00
21国鉄阪和線 民営阪和鉄道 S．4 61．3 34 L86
















































































































































































































































































































































































































































補助対象 d．地方公共団体（29．925％） 息i 補（A－b）× （都府県政令市） 助






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































要因としての特徴 自　由度 事　　　案 曲線の形式





巨大規模施設 併用期間の長さ 巨大橋梁 ∬
他の施設計面が追 ダム 皿
晴しやすい
経年による供用性 機能向上・強度ア 鉄軌道の基本施 w
の変化 ップ 設
申小規模施設 耐用年数を考えた 施設更新・置換の 小規模橋架
整備水準 容易さ




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































区　　　　分 先頭皐i後尾車） 中間車 備　　　　　　　考



























































































































































































































































































































































鉄道車両 イ モノレール車爾 パス車両 バス
鉄 ン会 事業者
道 整傭工場・車庫 フ社 車胃整傭工場・車庫 整備工場・車庫 施没
事 ラ側
業 外施 変電所・電力信号施設 給油所等
者 部設
が 変電所・電力信号 駅の割及い施設 交通信号 公安
持 委員会
つ
一 駅施設 イ 駅の構築物 パス停留所施設体 ン行
的 執道・軌条 フ政 端 道路構造者・ 雌施 ラ側 舗装 管理者設 部施 施設






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































編数 設計 紅 維持 計％ ％ ％ ％
道路橋に関するもの 4278．6 21．42．4 102．4
鉄道橋に関するもの 8 62．5 37．5一 loo
その他橋種に関するもの 8 50．050．0 一 100
道路コンクリート構造物の主なスペック 1681．3 6．3 12．5100
国鉄コンクリート構造物の主なスペック 1625．0 50．025．0100
コンクリート構造物の共通的なスペック 13挺．6 46．2 7．7 138．5
国内の鉄骨に関する主なスペック 1553．3 60．0一 113．3
国内の水門・水圧・鉄管のスペック 9 77．811．111．1loo
計　　　　　　　　％ 2766．932．3 7．1 106．3














































































品質管理要求共通事項（JRS99000－2） 1977．8鑓 ○土木工事標準示方書 1969．3 ○
〔その他の橋種に関するもの〕



















































































































保す 建造物統計報告等基準規程 1965施設・建 ○
守る 建造物検査基準規程 1964施設達6 ○
にも 建造物検査標準 1965施土694 ○
















物の設計指針 土木学会海洋コンクリート構造物設計施工指針（案） 1977 ○ O
高炉スラグ砕石コンクリート設計 1978 ○ ○
施工指針（案）
膨張コンクリート設計施工指針（案） 1979 ○ ○
高強度コンクリート設計施工指針（案） 1980 ○ ○

















名　　　　　　　　　称 発行年月 刊　行　　機　関 設計 施工 維持
（西暦）
構造計算指針・同解説 1981．2日本建築センター ○
鋼構造設計規準 1973．5 ． ○塔状鋼構造設計指針・同解説 1980．9 O鋼管構造設計施工指針・同解説 1080．2 ○軽量形鋼構造設針施工指針・同解説 1974．10 ○、 ○
鋼構造塑性設計指針 1975．11 ○
鋼構造座屈設計指針 1980．9日本建築学会 0高カボルト接合設計施工指針 1973．2 O ○溶接工作規準皿・同解税 1980．7 ○
溶接工作規準V・同解脱 1971．4 ○
溶接工作規準W・同解説 1975．5 0溶接工作規準α・同解税 1978．11 O鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査基準・ 1979．8 ○
同解説
鉄骨工事技術指針・同解説 1979．4 ○
疲労設計指針（JSS　IVO2） 1974．5 日本鋼構造協会 O’
（g）国内の水門・水圧鉄管に関する主なスペック



















































































































































































































































































































構　　造　　物　　名 現　　　　　　　象 事故年次 報文年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18192021 22 2324
1 Tay fall 1879 19720 0 0 0 △ △ 一〇 0 0△ 一 0 0 △ △
2 Ouebec　l coHapse 1907 0 △ 0 0 0 0 0 △ 0 0 ・0 0 △
3 ・Ouebec皿 collapse 1916 1918 △ 0
4 Tacoma failure 1940 1941 0 0 0 0
5 Kings　Oridge failure 1963 △ O 0 0 0 △ O 0
6 Point　Peasant collapse 1967 0 0 0
7 West　gate failure 1971 △ 0 0△ O O O 0 0 0
8 Secolld　Narrow collapse 1959 O O
9 llerOn　Road failure 19660 △ △
10Lodden collapse 1972 19720 0・1・F
11 Aroyo　Seco ’　　collapse 1973 0 0 ｛0　0
12Listowel collapse 1960 O 0 0 0 △ 0
13 Aldershot Collapse　precas　t　Collcre　te19630 0 0 0 0 0
14 Bedford 19660 0
15 Ronan　Point collapse 19680 △ 0 △ O
16Camden roof　collapse　I 19730 0 △ 0
17 Stepny failurU 1974 0 △ 0 △ △ 0 0
・
18 11ford collapse 1975 0 0 0 △ △
19　　　’eerry　bridge collapse　of　coolillg　towers1965 △ △ O 0 0
20M．Gambier TV　mass　failure 1968 △ △ 0 0
21 Sea　Gem　　　　　、 accidell　t 1967 0 0 0 0 0
22Ardeer collapse　of　coolillg　tower1973 1973 0 △ 0 0 0

















































































































































トラフ デック スルー デック スルー
原因大別 1一ピーム 合　計 比率（％）ガーダー ガーダー ガーダー トラス トラス
■
活荷重増　大 204 18 324 6 2 26 5801L8
構造欠陥および変状 138 1銘 273 4 5 7 55511．348．8
腐　　　　　食 磁 120 664 M 2 24 L26625．7
線路増設工事等 328 112 471 14 3 25 95319．3
部　外　工　事 142 43 278 18 0 10 49110．051．2
下部構造 119 18 479 5 0 21 64213．0
災害　そ　の　他 110 41 269 3 0 17 4408．9



























































































































































































社　　会 変　　化 人為 的変化番
橋梁名 供用荷重値が 広域地盤沈下の 併列・近接橋が その他の影響を号 増加したもの 影響をうけた 後日建設された うけたもの
もの もの
1 伝法大橋 o o ○2 新伝法大橋3 阪神電・西大阪線 o4 阪神高西宮線5 阪神電・本線 o大改修 o6 淀川大橋 o o 爆　　撃7 阪神高池田線8 国鉄・東海道線9 ’ ○ ○10 ’ o11 新十三大橋
12水管橋
13十三大橋 O ○14阪急電神戸線 O15 〃　　宝塚線 O o16 〃　　京都線
●17新淀川大橋
18長柄橋 O o o19新長柄橋20阪急電・千里山線 021 国鉄・外項状線 ○22豊里大橋
23水管橋 ○24烏飼大橋（旧） o ○ O25 ’
頒 ’　　新 O 堤体滑り27淀川新橋
28水管橋
29枚方大橋30 〃　（1副 撤　　去
計　（橋数） 5 14 7































































































































































































































































































































































（国の政令の元になるもの） ソ　　　　　　　　フ ト　　　　　面 ノ、　　　　　　　　　　　一 ド　　　　　面
道路標識設置基準目次 記　　　　　　述 問　題　意　織　の’不足　点 記　　　　　　述 問　題　意　識　の　不足　点








































（国の政令の元になるもの） ソ　　　　　　　フ ト　　　　　面 ノ、　　　　　　　　　　一 ド　　　　　面


























































































































市　町　村　区　分 寝星川市 守＝言 守ロ市 寝屋川市











































































































































































































































1 ∬ 田 V
1 区　分 現行普及屈 シヤ7丁τ六一黹rン規 シ●7トのみ霞 チ冨一ン型 板　’ζネ　型 ヵムとバネ型























←同左 異常起らず ←同左 6－V 貝常起らず
9 落下｛生 なし ←阿左 ←同左 ←岡左 7－V なし・
1 具常曹 なし 仁 摩擦の鼠音 ← なし ←
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































i㎞／h） mv 比 比
旧型 26．4 6×10．52．鵠 80 191．2 1． 7648 1．羽田線
新型 30．6 8×9．22．41 〃 192．8 1．01 7712 1．01
小倉線 四．0 8×11 3‘03 80 181．8 0．脂 5454 0．71
















































設　 計　 荷　　重 加減速度直線起動
加速度
P＝＝　10．5ton














































甲線 乙線 丙線 丙申



















































































































































































































































桁　　巾　　（㎝） 80 85 go 95 100
1 断面積　　　　c㎡ 7，9238，164 8，4078，649 8，891
2 Md　　　　　　（t－■） 99 102105 lo8 111
3 Me＋i　　　　　　（t一の210 210 210210 210
4 Md＋e＋i　　　　　（t－■）309 312 315 318 321
5 単純曲げ応力度　（㎏／㎝） 1田 1田 111 113 110
6 非対称曲げ応力度（㎏／cu） 144 1371銘 127 122
7 6／5 1．12 1．11 1．10 1．12 1．11









































30 40 50 40＋50＋405 ＋65＋50
100 ＠ × × × ×
蜘 O o × o ×










































































































































　　　l　　　　l戟@　　　　　　　　　　　　　l δVR 22 53
δIIL 13 7





















台車枠拡巾 吸音効果減少 開口巾拡大 床下機器限界変更 台車荷重試験実施 台車重量増加 最小曲線 50m
水平輪支持枠拡巾 床下機器小形化 分岐桁長変更 台車製作治具変更 （支線）900 機器取付変更 床下機器配置変更 試験設備更新 複線間隔 3．7m
台車輸送治具更新
台車枠拡巾 車体巾拡大 開口巾拡大 限界変　更 台車荷重試験実施 台車車体重量増加水平輪支持枠拡巾 台枠特殊設計 分岐桁長変更 台車製作治具変更950 客室面積制限 試験設備更新
台車輸送治具更新





客　室面積 分岐部曲線半径　　　　　　　　’分岐桁長さ 最小曲線半径｡線間隔 製　作費 軽量化P
200
～850 100 100 100 100 100 100 100
’評
900 110 110 105 105 110 105 108
950 120 125 115 120 130 110 120価






























































































































































































































































































































































































































国道及び主要地方道 一 般府 道 計
鋼 PC ㏄ 仮 計 鋼 PC ㏄ 仮 計 銅 PC RC仮 計 ％
石　　橋 3 3 11 11 14 14
2．8
木　　橋 2 2 17 17 19 19
～大正15 2 一 13一 15 1 一 43 44 3 一 56一 59 4．9
～昭和1422一 1出 一 17816 180 19638一 鰯 一 37431．1
～昭和30 8 2 121一 131 7 63 7015 2 184 20116．8
昭和30～4211 却 一 303 2526 179 即 6737 4四 53344．4


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事務 技術 技能 計 事務 技術 技能 計
本庁 卿 瑚 3 502 5 7 一
事務所 52 613 693 18田 7＠5R5 7＠5d 7＠2P4 7＠12W4





















B 進行すればAランクに 進行すればAランクに 監　　視
C 現状では影響なし 軽　　微 重点的鰍















































































































































































































































































































































































































































枚 方 大 喬考
明治43年に京阪電車が淀川、木津川、桂川の3川合流部に鉄道橋（単車
10～16t）としてイギリスから購入　その後電車荷重の増加のため廃棄
されたものを、昭和初期に大阪府が買受け解体移設し枚方に組立てた洪
水時にトラス下弦材はしばしば水没
305
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旧橋の問題点
架　橋　地　点　と
架　換　　の　頃
新橋への架換
型 式
木橋で絶えず補修を要し、洪水時（1～2回／年）には交通遮断
骨格幹線道路の一部であったがほとんど自動車交通なし
上流8　kmに昭和6年架設の枚方旧橋
下流8kmに昭和12年架設の長柄旧橋
昭和28～30年
上弦材破損
上部工
下部工
ゲルバートラス　　　主構　　2等橋
　　　　　　　　　床版　　1等橋
橋台　摩擦群杭に扶壁式橋台
橋脚　井筒基礎工に小判型橋脚
巾員狭少のため大型車の対向に難、耐荷力不足
洪水時（4～5年／回）に流水が床版を越える
骨格幹線で大阪府区域の淀川にかかる数少い永久橋
上流側8kmに昭和初年架設の京都府・御幸橋
下流側8k皿に昭和29年架設の鳥飼大橋
第1期　巾員10m　　昭和40～44年
第2期　　〃　　　昭和45～47年
上部工　　鋼箱桁を2期に分けて施工（1等橋）
下部工　　橋台　井筒基礎工に扶壁式
　　　　　橋脚　　　〃　　に門型丸柱橋脚
306
架橋後発生した
問題　点
構造物自身 ・広域的地盤沈下により根入長さ、構造型式が異る下部工　橋台が10年間1）
に左岸38㎝右岸51cmも不等沈下
・下部橋台の沈下に伴うトラス上弦材の圧縮破損
・RC床版の耐荷力不足による亀裂・舗装の打ちかえ
・伸縮接手構造の破損・取り替え
補　修　対　策 ・交通止めによる支承のつぎ足し
・その施工用ジャッキ台反力受横桁添接
社会的課題 ・巾員狭少（W＝6m大型車2台が対向）
・歩道部の拡巾（構造形式、主構強度不足のため不可）
・塗装用足場等の空間不足
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表5．13　新枚方大橋の計画について課題と対応策
課　　　　　　　　　　題 対　　　　　　　　応　　　　　　　　策
上　部　工
@巾　員　構　成
建設投資額から当初は2車線、将来拡巾して4
ﾔ線
第一義目的は半巾員供用しながら第二期の　　　　　　　　　　エ』』』』　、．㎞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
」一＿←一μ咀一一一　　」＿＿＿＿＿」勉
｜　　lil，幽尾1
一期工8
Q当’峨●民
　　　弔
Q頑工仔
@　　：
一　　一● oo
@　　　’一堀「，
1ズ×’
L＿一鯉＿＿＿⊥＿2盟＿一＿＿』’4＿＿一
支　間　割
@路　線　中　心
河川洪水量、高水位及び河川工作物と上流（旧
√羡蜍ｴ）と下流（水営橋）のあいた150mに
謨t道路を勘案して選定
x間は60m以上
拡巾工事が容易で、既存施設への影響の少
ﾈいこと
ｺ部工は全巾施工とし、上部工は2本箱桁　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　竃
¥造で最初の1箱桁で与条件を満足するよ
､に計画、すなわち車道7．OH＋歩道2．OH
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！第一義目的は道路交通の円滑化と河川の洪水にたいする疎水能力の低下を最小限に止めること
E岸は旧橋との接近施工の余裕（2m）と取付道路への線型を、左岸は上下橋の中間で、道路
ﾆの立体交差を配置できるように路線中心を選定
纒伯?ﾌ支間は低水路、上下流橋梁橋脚位置と河川流心をみながら選定
倹?P
　
lll
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超荷載荷対策 上下流の橋梁まで淀川を渡河できる橋梁が少く、 床版については破損しないよう床組構支間を狭くし、載荷々重を狭い支間で受けて　発生応力を
交通渋滞、超大型車・重量車の通過にたえるこ 小さくする（第一義手段）。また床組構は第二期拡巾主桁との継ぎを兼ね、2主箱桁としての効
と 果をねらう（附加的手段）
主桁は極力ゆとりのある載荷法をとり（横方向、支間長による低減を不採用）、床版には鉄筋コ
ンクリートを使用、将来超荷重載荷時代がくれば、これを鋼床版に改修すると床版死荷重を載荷
活荷重に対応させられる。このようなことが出来る箱主桁の主軸の位置を検索
保　守　治　具 塗装・小規模修繕用足場の架設装置の具備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5構造物の各所に将来の作業用足場の組立装置を具備
6EI
地盤沈下対策 橋台・橋脚等の不等沈下対策 3径間連続桁で支承部沈下による主桁の曲げ応力発生量は　　　　△のため　支間が広くあまり22
り問題にならない。
広域的沈下で河川高水位変更にたいして余裕200“と主桁高上用ジャッキのかかる強度を持つ横
桁配置
橋　脚　位　置 淀川の低水路、洪水のときの影響を最小限に 橋脚にぶつかる洪水流による外力を小さくするよう橋脚位置を選定
の　　　決　　　定
橋脚構造自身の流水にたいする抵抗が小さくなる柱断面の選定
・
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橋　脚　構　造 洪水時には併列3橋の橋脚が流心、渦の発生に 普通採用される小判形の橋脚は洪水量の変化による
影響 流心の方向の変化にたいして広い障害面積をもつ。
この場合円柱型が望ましいが、単円柱では大きすぎ
る。従って門型としそれぞれの脚断面は真円とする。
この場合、固定支承を持つ脚は、RCでは地震抵抗が
不足するので鉄骨コンクリートを採用
基　礎　構　造 広域不等沈下にたいする沈下量の均一化 たとえ広域的地盤沈下が発生しても、相対沈下量に差のないように規模・型状を揃える。また底
版を持った井筒基礎工として土の支持力を局部応力から広い全体応力にする。
交　通　処　理 取付道路が交差点になるための交通容量の低下 平面交差点では右折車による交差点交通容量の低下が著しい。
防止 これを防ぐため　左岸では大型インターチェンヂを交通量に見合うように設計して設置
このため机上で計画したインターチェンヂを透視図法による走りやすさを配慮して、ケント紙、
乾燥飾砂による模型を作り、運転者の意見を多量にとり入れた線型設計、修量設計を実施
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5－5ま　と　め
　　公共施設は、その公共性の第一義目的として、長い供用期間の間で、載荷荷重基準値の改訂があ
　っても、従来は特別の補強等の手を加えられることが少いままに、設計時に負荷した長期・短期荷
　重にたいする安全性を犠牲にしながら、供用に耐えている例が多い．また、公共施設整備の建設投
　資は、直接効果としての利益の計面化で評価判定するだけではなく、行政庁の財政投資枠によって
　決められることが多い．
　　このことは、維持補修費についても、世間で噂されるように　管理者に所属する担当技術者の安
　全性にたいする公表の表現技術によってその予算枠が決められることが多く、華やかさの少ない既
　存の土木構造物の維持管理のための必要経費も十分でないことが多い。，♂’
　その結果、耐荷力不足の機能低下が呼ぼれながら、放置されることも多く、その意味では財政学的
　技資の性格を広く活用して設計建設時点に、法定の基準値に将来の余裕の自由さを加味しておくの
　は、公共施設の計画にたずさわる技術者の努力であると云っても過言であるまい。いつれにしても、
公共施設にふくまれる土木構造物は、その供用期間が長いので既存施設の履歴をまとめることによ
　って、将来への方針と対策が検討される。本章をまとめると次のようになる。
　1．公共施設にふくまれる土木構造物は、その供用寿命が社会変化、機能・強度保証の基準値の改
　　　訂があっても、補強されるまでの当分の期間は破壊事故によって公衆に危害を加えることは許
　　　されない。
　2．土木構造物の破損・破壊現象を発見したとき、その安全度の評価判定は、新設時を上廻る資質
　　　をそなえた高級技術者による現象からの構造力学解析、材質分析等の横の広がりと、その性質
　　　を追求する縦の深さの検討が必要で、この結果は類似の構造型式を持つ土木構造物の計画管理
　　　の基本システムの要因分析取扱い流れと相似である。
　3．土木構造物の信頼性は、設置地点の外的な要因によっても、構造物自身の内的応答が生じる。
　　　外的な破壊要因は構造系全体に作用することが多いが、内的応答は構造部材の部分によってそ
　　　の鋭敏度は異なるが、部材の局部破損・破壊から全体に広がる。そのときのある場合は部材局
　　　部の破壊によって構造物の力学系を変質しながら進行する。
　4．施設管理者が管理する土木構造はその量と質が複雑多岐・多数である。これを維持管理する職
　　　員数の実態は貧弱なことが現在の日本の行政庁では茶飯事であることが多い。従って、既存の．
　　　土木構造物の現場管理には、システム作り、現象解説の教則本と職員及び研究専門家による組
　　織体勢の確立が求められている。
5．このために、数少い高級技術者による取り組のアイデアとその遂行の組織作りが、現在ほど求
　　　められているときはない。
312
■6．土木構造物における事故例・破損・破壊例は、基本システムの要因に重要な評価・判定の比較
　検討の示唆を与え、繰り返しこの作業を繰り返すことによって得るシステムは、新しく土木構
　造物を計画するときの最適化にたいするRevised／Renewa　l　Sys　tetnである。
7．土木構造物の計画水準の将来見通をたてるにあたってこのRevised／Renewal　Sys　temは、最小
　限度具備する条件を　広い分野からの創意工夫を集めるのに　最適の手法といえる。また将来
　にたいするRecycle　Sys　te■として重要である．
第5章
1）
2）
3）
4）
5）
6）．
））718
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6　結　　論
　集団で生活を営なむ人類に、公共の福祉を提供する路線施設としての道路・鉄軌道をとりあげ、
そのなかにふくまれる土木構造物の新設・維持保守にたいする従来の取扱い法を分析・整理して、
基本的システムの作成とそれを構成する諸要因の優先度のあり方を研究し、設計管理の最適化手法
を導いた．
　公共施設と位置付されている土木構造物は、これを比喩する概念として外側を需要につつまれた
複雑な形状を持つ多面固体と考えられる．その固体の面の数は、それぞれの要求にたいする供給の
必要性の数を表していて、いま簡単のために図6．1のように、施設の誕生を求める計画策定論から
始まって、整債水準の決定とそれに続く施設設計作案、建設・施工によって固定施設としての位置
付をうる．続いてこの施設を公共の便利のための供用と維持及び管理さらに施設の形状機能が持つ
文化的価値と、8つの切りロに整理してみると、土木構造物を研究・検討するに際して図6．2のよ
うな8面体と意識できる．従って公共施設としての土木構造物をとりあつかうときは、必ずこれら
の多面体の持つ意味と、各切り口相互の関連・影響を充分理解しておくとともに、それぞれ個別の
面を取扱うに際しても、図6．3の4つの面を持つ3角錐のように、本来目的・機能を第一義に、そ
の目的・機能を保証するために必須の余剰施設を具備しなければならないことは多い．公共施設は
公共の資金で広い意味での良い影響を及ぼすことが好ましいので、本来施設と余剰施設の双方が持
つ副次機能・目的と波及効果が求められている．
　　また、公共施設としての土木構造物は、施設が竣工した後の整債水準とに、機能保証と耐力強度
が第一義の2本柱であるとともに、施工・供用・維持保守などの時系列的段階においても、その取
り扱いに多くの切りロ面がある．
　以上述べてきた通り、巾広い多種多用な需要・要求にたいして、これを的確にとり組める人材組
織の確立とその手法が求められている．著者はこれらの今日課題にたいして、既存の公共施設のも
つ歴史的変遷を分析・解析して、諸要因を整理して基本原型としてのシステム体系をまとめ、その
構成要因が施設の規模の巨大性、機能の重軽度、期待する供用期間の長さ、周辺地形地勢が施設に
及ぼす影響、社会的傭品度等について解析して、改めてこれらの優劣相関もふくめた構成要因を原
システムに組み込むことを意織した．その結果、土木構造物の建設年代における設計管理システム
は、既存土木構造物を整理して得た基本システムに、現代のデーターを入力し、現代の要因因子を
用いた出力データーを求め、改めてこの要因データーを入力する繰り返し手法が有効である．この
作業を繰り返し実行したときにはじめて土木構造物にたいする需要と供給の最適化手法が確立され、
今後に計画する新設・補修の設計管理に、知見として新しい提案手法を与えるものと考えられる。
このような意識背景をもとに、各章ごとに述べてきた研究を総括する。
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？図6．1　個別の施設がもつLife　Cycle 」
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図6．2　Life　Cycleにおける多面性の意識をまとめた固体
　＼
　　＼
　　　　＼
葬
（文化遺産）
1つの事柄を前面に出して考えとき、同時に考慮しなければ
ならない事柄の存在することを示す多面体、　（）は裏面
図6．3　施設がもつ4つの面をもつ3角錐
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　第2章は土木構造物と、それをふくむ路線施設をとりあげて、その計画策定論を述べ以下のこと
を確認した．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
1．人為工作物としての施設を天然造形物と区分し、さらに公共と私用、公共性と企業性を分類す
　　ることによって、公共施設の選別を行い、社会的位置付の条件綱整とともに定義づけを行った。
2．これらの公共施設の計薗策定論は、その規槙によって取り扱う行政団体が異るが、法令に基づ
　　いて設置される審議会に行政機関の長から、諮問されて審議され、答申によってその計画が社
　　会的に公共と位置付される。従って、その施設から直接的な利害を受ける住民の意見具申の場
　　は与えられるものの、住民が審繊に直接参加することは許されていないことが多い。
3．公共と社会的位置付けを得た施設の整備にあたって、施設の運用が企業性を求めた民営営利事
　　業であっても、国民の税金で賄なわれる公的資金が充当される。
4．路線施設としての道路・鉄軌道は、それを計画する地形・地勢による影響は強く、広域大阪圏
　　では、その整備構想は大阪市を母核とする放射線と環状線の組み合せて、社会の近代化によっ
　　て整備水準が向上しても理念は同じである．
5．社会の近代化によって、路線網は回生あるいは更新される。従って、その路線網にふくまれる
　　本来施設としての土木構造物の社会的備品度は高い．
6．土木構造物の開発の変遷は、需要を満たすための開発とその供給、新機能の供給による需要の
　　増大の繰り返しである．土木構造物の技術開発を支えてきたのは人材の養成、科学技術の発達、
　　材料の安定供給の3本柱である．新しい技術開発は、事故発生原因の追求調査にうるところも
　　多い．
7．4～6項は近代化によって要因因子構造には改良・変化が加えられるが、理念・意識としては、
　　社会の変遷によっても繰り返しということができる。
8．公共施設は、その施設の整備目的、規模の巨大性、社会的備品度などの因子によって異なるが、
　一般的に供用期間が長く、経年によって社会便益の価値及び価値感は変動する。従って個別構
　造物もそのライフサイクル期間をとらえて、便益の計量化はむつかしく、結局のところ社会資
　本としてどれだけの財政投資を行ったかという手法が評価されやすい．
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　第3章は公共施設と位置付された具体の土木構造物の整備水準と強度設計論について述べ、第一
義目的発揮と、その他に分かれる本来機能、余剰施設、副次機能・目的、波及効果の4本柱の要因
を探る方法を提案するとともに、強度保証基準値の決め方とその運用、時系列で取扱って予知が可
能と不可能な現象への対応を指摘し、これらの現象への力学解析のSimulationのあり方を提案した．
1．公共施設は普通　投資の巨額性がある固定施投であって、供用年限も長い．従って、整備水準
　　設計計画を検討するにあたって、多種多様の需要をまつ第一義としての本来の整備目的と供給
　　するべき機能の要因分析と要因相互の優先度比較によって求める．
　　次に、この本来目的、機能を発揮するための必須条件として、一体的にあるいは付帯して具備
　　しなければならない施設を検討する．これらの双方の施設が持つ副次効果、あるいは別の施設
　　をわずか追加することで、別の需要の本来目的が発揮できるが、さらにどのような波及効果が
　　あるかについて巾広く調べてみる．一つの施設はこれら4つの機能・効果を常に持ち合せてい
　　るので、それらの相乗効果がなお一層公共施設として有益な機能を発揮するよう努める必要が
　　ある．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
2．4つの機能・効果は経年によって、その価値感には変動があるというものの基本理念において
　　は変わらない．
3．複雑な組み合せ機能を兼ね備える巨大社会資本としての、大阪モノレール事案を例にとって考
　　えると、固定施設としての評価・判定も、営業運転という別の主要因に影響される．このよう
　　に土木構造物の整備水準を検討するにあたっても、計画策定論の原点に戻った目的意織に立脚
　　することが必要である．
4．複雑多岐な社会資本としての、公共施設の要因分析を行うとき、その目的意識と将来の変化に
　　たいする施設が対応しやすい自由さの要因分析などについて、専門的知識を有する多人数によ
　　る評価・判定組織の確立から始めることが必要である．
5．路線施設としての土木構造物は、施設機能論よりも耐力強度論が優先することが多い．また、
　　公共施設の設計基準櫨は、法令で定められた規定によって整備し、その供用法を法令で制限す
　　る場合と、事案者がまつ整備目的意識を明確にして、その哲学をまとめて、それに適合する基
　　準値を事案者自身の責任で決める規程の両者の取扱い方がある．道路は前者であり、鉄軌道は
　　後者である．また、公的資金の拠出法によってモノレール軌道のように同者混在型もある．
6．　5項の例外的取り扱い法は、法令で定められている．
7．本来機能が類似の施設は、量と質では異なるが、類似の余剰施設を持っている．
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8．土木構造物の強度論を述べるにあたって、施工段階における時系列に発生する現象を広く取り
　　あげる必要がある．
9．予見できない将来的な現象に遭遇しても、耐力強度は保証する必要がある場合が多い．予見で
　　きなかった不可抗力現象にも、行政団体は広域的・地域的対策をたてる．しかしながら、その
　　対策には長時間を要し、通常構造物の破損・破壊からみると後追になることが多い．
10．土木構造物はその規槙から、構造系全体については非破壊試験、構造部材については非破壊及
　　び破壊試験によって、強度設計理論と実際構造物の強度を検照できるが、通常はSimulation
　　nodelによる机上計算、あるいは縮尺積型による実験室実験によることが多い．従って、　Simu
　　lationを行うにあたっての相似律は重要である。
11．とくにSimulation輪de1の材料材質が異るとき、応力ひずみ曲線の実験域を実物構造物と同様
　　域で、またその縮尺比は実際構造物の力学相似性状をもっとも忠実に表現する要因に整理した
　　MOdel取扱が求められる．
曾■
　第4章は実際的に構造物の設計管理を行うにあたっての要因分析の取り組み方を提案した．
L　±木構造物の信頼性を高め、機能劣化を防ぐための配慮点として、需要ニーズの量と質の整理
　　にたいして、機能を供給するため施設の構造形志規駄供用期間、備品度などの送別選択と．，
　　これらの多面の事柄についての本来機能、余剰施設、副次効果、波及効果への分析を時系列の
　　各段陪について行う必要がある．
2．上記のように複錯する多くの要因をうけて、土木構造物を計面するのには、Pr㏄ess，　Select．
　　Priorityの3要素を順序よく取り組むことが必要である．
3．このような多くの要因を統括して土木構造物を計画するためには、設計計画管理を担当するシ
　　ステム技術者の資質がもっとも要求される．
4．公共土木構造物は個別特性をもつ巨大・重要施設と、既存汎用型の中小・軽易な補完施設に分
　　けてみると、その整傭水準を選定する目的意識の順序が異なる。おおまかな概念として前者は
　　強度〉機能、後者は機能〉強度の優先度をもとに要因分析が求められる。
5．第4項の前者は、供用期間の長い社会的備品であるので、類似の既存施設がうけた履歴・事故
　　発生による現象追求、簡易モデル、生態系に写像しながら計画管理の基本システムと要因分析
　　を行うのは有効な手法である．
6．構造物自身の計画管理にとどまらず、集団社会への都市基盤づくりに及ぼす影響の大きさを考
　　慮して、機能・強度劣化を除くための配慮が求められる．
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7．第4項の後者は、計画施設の第一義的本来目的を、他の需要から多面的に眺め、余剰施設・副
　　次機能；波及効果の組み合せについて広く調査すること．
8．強度について1ま、機能上からくる供用期間・寿命を消耗的配慮にたって行うこと。
9．専用使用目的の土木施設は、その整傭水準を決めるにあたって、個別特性による整備哲学をま
　　とめること．
10．専用使月から生ずる外力を整理し、その抵抗力を単純化した部材断面に一度整理し、その後性
　　能追求のために組み立て材とするのは、有効である．さらに、その作業を順次繰り返して最適
　　化を求める．
11．土木構造物は非破壊試験によることが多い。従ってSimulation　Mode1を考えるにあたって、同
　　種の挙動を表現する相似律によるMiniature　bOdelを用いること。
12．ケント紙等による簡易模型も、傾向を見落さないためには有効なSimulation法の一つである。
　第5章では既存構造物の履歴から新設の土木構造物の計画管理システムのあり方を眺め．。Revised
／Rene怜1　Sys㎞の重要性をのべた
L　既設構造物の実態を閲べたところ、その供用期間の長さから、現在の裁荷荷重基準値を下廻る
　　施設が多い．それでも土木構造物としての信頼性を求められる。
2．既存施設の維持補修・補強にたいする予算措置も、便益を直接計量化しない財政学的予算要素
　　が強い．従って華やかさの少ない維持費は切り捨てられる場合が多い．
3．設計作業を上廻る資質の技術者による維持保守システム作りが望ましいが、現在の社会実態に
　　照らし合わせたとき、適応されている例が少ない。従って、当面の措置としても　一次現場調
　　査による翻査報告、二次現物の補修・補強対策の組織体勢作りが急務である。
4．これらのために汎例集による教則本などの整備が急がれるところである。この努力はまた基本
　　システムの要因分析に重要な情報を提供する．
5．公共施設の計酉にあたって、予測しがたい将来謀題の抽出と、そのために最小限具傭しなけれ
　　ばならない構造部材の余裕などを、以上のような努力によって得ることができる．そして、設
　　計時にそれを内蔵負荷しておくのも公共物を担当技術者としての責務と考えられる．
以上公共施設としての土木構造物を設計管理するための最適化の手法としては、整備意識・施設
建設・供用運用を3本柱として、時系列的な基本システムをまとめ、相似・類似施設と対比しな
がらその要因分析を行い、そこで得た要因の分析結果を基本システムとしながら、これにそれぞ
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れの段階で得た要因分析とその優先度評価を加えて改訂して、システムを更新すること、これら
一連の作業を繰り返すことによって今後への設計管理戦略とした。そしてRevised／Renewal／
Recycle　Sys㎏m作りがこれからの公共物の設計管理システムにたいする具体的で詳細な知見とし
てここに考究した．
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